
平成２８年度における児童・生徒の問題行動・不登校等の実態について （概要） 

  

 

 

 

                                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  本調査は、東京都の公立小学校、中学校、高等学校、特別支援学校を対象として、平成 28年度における「暴力行為」「いじめ」「小学校、中学校における長期欠席者」「高等学校に

おける長期欠席者」「高等学校における中途退学者」等の実態を把握するために実施したものである。（平成 28年度調査より文部科学省の調査名変更に合わせ、表題を変更した。） 
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小学校、中学校、高等学校における暴力行為の状況 

 

「いじめ」の状況 

い 
 暴力行為の発生件数は2,370件であり、平成27年度の1.05倍〔110件増加〕となっている。小学校では、学校の
管理下で増加している。中学校では減少している。高等学校ほぼ横ばいである。 

 

【特徴】 
○暴力行為の加害児童・生徒数を学年別にみると、小学校では
６年生、中学校、高等学校では1年生が最も多い。 

○増加率では、小学校低学年・中学年での発生が増えている。 
○小学校では、発生学校数はほぼ横ばいであるが、発生件数は
増加した。一部の学校で暴力行為の発生が増加している状況
が見られる。 

【これまでの取組】 
○「人権尊重の精神」を指導の基本とした生活指導の徹底のた
めの区市町村教育委員会や学校への指導・助言 

○「スクールカウンセラー配置校連絡会」等を活用した学校と
連携した指導の充実 

○生活指導に関わる通知の発出や教材等の作成による問題行
動の再発防止の徹底 

○学校、地域、関係機関が連携し問題行動等に対応するため「学
校サポートチーム」の全公立学校への設置し、学校を支援す
る体制を確立 

○暴力傾向のある児童・生徒に対して、自分の感情をコントロ
ールする力を身に付けるための個別指導の計画的な実施 

【今後の対応】 
○暴力傾向のある児童・生徒の実態や学校の取組等についての
把握及び区市町村教育委員会や学校への適切な支援 

○暴力傾向のある児童・生徒に対する学校の組織的な対応の強
化及び保護者や関係機関等と連携した支援体制の一層の充
実 

○児童・生徒が自分の感情をコントロールする力を育成できる
よう、スクールカウンセラー等を講師とした校内研修の実施 

○暴力傾向のある児童・生徒に対して適切に対応できるように
するため、生活指導主任やスクールソーシャルワーカーを対
象とした、専門家による講演等の実施 

【特徴】 
○いじめの認知件数は、全ての校種で増加した。 
○いじめ発見のきっかけは、小学校、中学校、高等学校では「ア
ンケートなど学校の取組」、特別支援学校では「本人からの訴
え」が最も多い。 

○いじめの態様では、全校種で「冷やかしやからかい等の言葉に
よるもの」が最も多い。 

【これまでの取組】 
○「ふれあい月間」におけるいじめの防止等の対策の重点的取組
の推進 

○スクールカウンセラーによる、小学校５年生、中学校１年生、
高校１年生を対象とした全員面接の実施 

○「いじめ防止教育プログラム」、「ＳＴＯＰ！いじめⅠ・Ⅱ（Ｄ
ＶＤ）」、「学校いじめ対策委員会の効果的な活用（リーフレッ
ト）」等を活用した授業や教職員研修の充実 

○平成29年２月に「いじめ総合対策【第２次】」を策定。いじめ
の件数が多いことをもって、その学校や学級に課題があるとい
う捉え方をしない、いじめの行為の重大性や心身の苦痛の程度
に応じて、適切に対応することなどを周知・徹底 

○年３回以上のアンケートの実施、「東京都いじめ相談ホットラ
イン」による24時間電話相談、メール相談、来所相談の実施 

○「『考えよう！いじめ・ＳＮＳ＠Ｔｏｋｙｏ』ホームページ・
アプリの活用」など、教育相談体制の一層の充実 

○「教員研修プログラム」により、「いじめ」の定義や組織的対
応の在り方等について、理解啓発を促進 

 【今後の対応】 
○全ての教職員が「いじめ」の定義を正しく理解し、軽微ないじ
めを含め確実に認知することを徹底 

○いじめ総合対策【第２次】に基づき、「学校いじめ対策委員会」
の役割を明確化し、全てのいじめについて組織的な対応を強化 

○スクールカウンセラー等を含む全ての教職員による相談体制
の充実と、児童・生徒が信頼して相談できる関係の構築 

○子供たちがいじめを自分たちの問題として捉え、「いじめをな
くすためにどうすればよいか」について、自ら考え、話し合い、
行動できるようにするための取組の推進 

○「学校いじめ防止基本方針」の保護者への周知と、被害の子供、
加害の子供の保護者に対する学校の対応方針等の説明の徹底 

Ｐ2～5 

項目 学校数 区分 発生学校数 発生学校率(%) 発生件数 

小学校 

 学校の管理下 152 (146) 11.8 (11.3） 649 （418） 

1,286 学校の管理下以外 16 （19） 1.2 （1.5） 22   （29） 

 小学校合計 168（165） ― 671  （447） 

中学校 

 学校の管理下 282（291） 45.0（46.4） 1,576（1,659） 

626 学校の管理下以外 66 （76） 10.5（12.1） 96  （128） 

 中学校合計 348（367） ― 1,672（1,787） 

高等学校 

 学校の管理下 13 （18） 6.8 （9.4） 13    (19) 

192 学校の管理下以外 14  （7） 7.3 （3.6） 14     (7) 

 高等学校合計 27 （25） ― 27   （26） 

    発生件数合計 2,370（2,260） 

 

 

 

 

Ｐ6～13 

いじめの認知件数は18,156件であり、平成27年度から、全ての校種で増加している。３月31日時点
のいじめの解消率は、小学校、中学校、高等学校で上昇し、特別支援学校で低下している。 

項 目 学校数 認知学校数 認知学校率(%) 認知件数 
解消件数 

（3月31日時点） 
解消率(%) 

小学校 1,286  939 (848） 73.0（65.6） 13,948（3,557） 12,987（3,018） 93.1 （84.8） 

中学校 626  500 (477） 79.9（76.1）  4,029（2,697） 3,712（2,411） 92.1 （89.4） 

高等学校* 237  67 （30） 28.3（12.7） 145  （46） 140 （40） 96.6 （87.0） 

特別支援学校 63  10 （ 7） 15.9（11.3）    34  （11） 21 （11） 61.8（100.0） 

   認知件数合計 18,156（6,311） 16,860（5,480） 92.9 （86.8） 

 

 

―１― 

暴力行為 
「対教師暴力」「生徒間暴力」「対人
暴力」「器物損壊」の４形態をいう。 

表中（ ）内は、平成２７年度調査の結果を示す。 「Ｐ○」の表示は別添「資料 平成２８年度における児童・生徒の問題行動・不登校等の実態について」の参照ページを示す。 

＊高等学校の「学校数」は、課程数の合計で 

ある。 

平成29年12月25日差替え 
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高等学校における長期欠席・中途退学者数等の状況 

 

高等学校における長期欠席者数の状況  

項目 長期欠席者数 出現率(%) 

全日制 1,728（1,710）  1.4（ 1.3） 

定時制 3,855（3,664） 30.8（28.4） 

 

Ｐ20～25 ＊高等学校の長期欠席者数は、理由別に「病気」「経済的理由」

「不登校」「その他」の合計数である。 

 

長期欠席の理由と割合 

項目 病 気 経済的理由 不登校 その他 

全日制 
416(380) 

[24.1%] 

17(9) 

[1.1%] 

927(1,031) 

[53.6%] 

368(257) 

[21.2%] 

定時制 
270(340) 

[ 7.0%] 

102(99) 

[2.6%] 

2,762(2,579) 

[71.6%] 

721(646) 

[18.7%] 

 
高等学校における中途退学者数の状況 

項目 中途退学者数 退学率(%) 

全日制 1,229(1,108）  1.0（0.9） 

定時制 1,082(1,222）  8.6（9.5） 

 
中途退学の主な理由 

項目 
学校生活・ 

学業不適応 
進路変更 学業不振 

全日制 
436(380) 

[35.5%] 

354(287) 

[28.8%] 

271(305) 

[22.1%] 

定時制 
473(448) 

[43.7%] 

329(402) 

[30.4%] 

117(192) 

[10.8%] 

  

高等学校における原級留置者数（単位制を除く） 

項目 原級留置者数 対生徒比率(%) 

全日制 143（291） 0.1（0.3） 

定時制 130（151） 2.7（2.9） 

 

【特徴】 

○長期欠席者数の出現率は、全日制・定時制とも上昇している。長期欠席者の理由別内訳は、全日制・定時制とも「不登校」が

最も多く、続いて全日制では「病気」「その他」「経済的理由」、定時制では「その他」「病気」「経済的理由」の順となっている。 

○中途退学者は、全日制・定時制とも１学年が最も多く、学年が進行するにつれて減少している。中途退学の主な理由は、全日

制・定時制とも「学校生活・学業不適応」が最も多く、続いて全日制・定時制ともに「進路変更」「学業不振」の順となってい

る。 

○原級留置者数は、昨年度と比べ、全日制では増加し、定時制では減少している。 

【これまでの取組】  

○体験入学や授業公開の実施              ○チャレンジスクール、エンカレッジスクール等での指導の充実 

○単位制高校等における柔軟なカリキュラムの編成    ○学力向上に向けた取組 

○全ての定時制課程における人間関係づくりのためのグループエンカウンターの実施 

【今後の対応】 

○スクールカウンセラーによる教員研修や保護者向け講演会の実施 

○不登校・中途退学に関する調査結果に基づいた、スクールソーシャルワーカーの有効活用等の総合的な対策の実施 

○自立支援チームによる学校訪問を通して、引き続き支援を要する生徒に対するきめ細やかな相談対応等を実施 

 

 

 

表中［ ］は長期欠席者数に対する割合 

Ｐ20～32 

長期欠席者数は全日制・定時制ともに増加した。中途退学者数は、全日制では増加し、定時制では昨年度

に引き続き減少した。 

 

Ｐ25～32 

表中［ ］は中途退学者数に対する割合 

Ｐ29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 長期欠席者数の状況 〔表中の（  ）は、平成27年度の数値である。〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

小学校・中学校における長期欠席の状況 

【特徴】 
○不登校児童・生徒数の学年別内訳は、小・中学校と
もに学年進行に従って増加している。 

○不登校の要因は、小・中学校ともに、本人に係る要
因では「不安の傾向がある。」、学校、家庭に係る要
因では「家庭に係る状況」、学校に係る状況では「い 

 じめを除く友人関係をめぐる問題」が最も多い。 
【これまでの取組】 
○不登校について早急に対応する必要がある中学校
に対し、組織的な指導体制の確立を図るため、不登
校加配教員を配置 

○児童・生徒の相談等に対応するため、スクールカウ
ンセラーを全校配置 

○社会福祉等の専門性や関係機関とのネットワーク
等を活用するため、スクールソーシャルワーカーを
配置する区市町村を支援 

○不登校児童・生徒の家庭を訪問し支援を行う「家庭
と子供の支援員」を配置する区市町村を支援 

○以下のモデル事業を実施 
・区市町教育委員会にスクールソーシャルワーカ
ー等を活用した「支援チーム」を設置し、学校、
福祉、医療等の関係機関と連携した支援体制を
構築 

・学校内で不登校対策の中心的役割を担う教員を
指名するなど、組織的な支援体制を構築 

○不登校等の児童・生徒を学校復帰、就学、就労に導
く支援の推進に向け、不登校・若者自立支援フォー
ラムを開催 

○「教育支援センター（適応指導教室）等充実方策検
討委員会」による報告 

○フリースクール等民間施設・団体等とともに、意見
交換会や教育プログラムの検討を実施 

【今後の対応】 
○教育支援センター（適応指導教室）の充実を図るた
め、都が提示した複数のメニューの中から区市町が
選択する方式により、取組を支援するモデル事業を
実施 

○児童・生徒の状態を正しく理解するための適切な働
き掛けなど、教員の対応を支援するため、新たな不
登校を生まないための手引の作成に向け検討 

長期欠席者のうち、不登校児童･生徒数は小学校 2,944人、中学校 8,442人であり、平成 27年度と比較して小・中学校

ともに増加している。不登校出現率は小学校0.52%、中学校3.60%であり、小・中学校ともに上昇している。学校復帰率は

小学校29.2%、中学校23.0%であり、小・中学校ともに低下している。 

Ｐ14～19 

｢長期欠席者数｣とは、

平成 29年 3月 31日現在

の在学者のうち、｢児童・

生徒指導要録｣の｢欠席日

数｣欄の日数が、平成 28

年度間に連続又は断続し

て 30 日以上であった児

童・生徒数の集計 

 

項目 病気 
経済的 

理由 
不登校 

不登校 

出現率 

（%） 

その他 

 
うち、「不登校」の要

因を含んでいる者 

小学校 
1,851 

（1,775） 

0 

（0） 

2,944 

（2,731） 

0.52 

（0.49） 

1,576 

（1,961） 

335 

（381） 

中学校 
1,369 

（1,363） 

0 

（0） 

8,442 

（7,887） 

3.60 

（3.33） 

  947 

  （680） 

411 

（392） 

 

 

 

 

 

 

 

 


